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要旨 
本報告書では 2010 年度に実施した「博士課程修了者の進路と就職活動に関する調査」（有効回
答数 2,265 人）を基に、我が国の博士課程修了者の大学院における修学と経済状況を分析した。
この結果、国内学会に 3 回以上登壇した回答者の割合は 8 割近くであり、国外学会で 1 回以上発
表した者は 6 割以上であることが示された。国外での研究経験がある回答者は 2 割であり、うち
期間が 1 ヶ月以上である者が 8 割以上を占めた。分野別に見ると人文系や社会系は他分野よりも
海外研究の期間が長い。一方、回答者のうち 8 割は国外研究をしておらず、この理由として必要
性と時間の欠如を挙げている。また本調査回答者は米国の博士号取得者と比較して、大学院で学
費を免除される人数比率が低く、最も多くの金額を利用した資金種別は自己資金である者が多い。
また多くの回答者が TA や RA として雇用されていたが、これで生活費や学費等を賄うには不十分
な状況が示唆された。 
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ABSTRACT: 
The report analyses research activities and the financial situation of doctoral graduates based on a survey 
that was conducted in February and March 2011. Data were collected on 2,265 doctoral graduates. The 
results show that eight of every ten respondents presented research results three or more times in academic 
societies in Japan, while six of every ten respondents presented results one or more times in societies in 
foreign countries during their time at graduate school. Furthermore, 20 % of the respondents conducted 
research activities overseas, and of them, 80 % did so for at least one month. Respondents majoring in 
human arts or social science experienced more, with longer research periods overseas than their colleagues 
majoring in other fields. On the other hand, for the 80 % of respondents who have not conducted research 
overseas, the most common reason was a lack of necessity and time. The survey results show that, in 
comparison to doctoral graduates in the U.S., fewer doctoral graduates in Japan had their tuition fees 
waivered, whereas more rely primarily on their own resources, such as loans and personal or family savings. 
Furthermore, many doctoral graduates in Japan were hired as TAs or RAs, but their earnings from such 
positions were not sufficient to cover the cost of living or tuition fees during their time at graduate school. 
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概要 
 
本報告書は、2010 年度に科学技術政策研究所が実施した「博士課程修了者の進路と就職活動に
関する調査」に参加した博士課程修了者の修学や経済状況に関して分析した結果を取りまとめた
ものである。  
 
1. 調査手法 
「博士課程修了者の進路と就職活動に関する調査」は、2002 年度から 2006 年度にかけて博士
課程修了者を年間平均 50人以上輩出した 59大学において 2010年度に博士課程を修了した者を調
査の対象とした（調査対象者には満期退学者と論文博士を含む。論文博士の回答数は 135 人と少
なかったことから分析の対象には含めない）。調査実施期間は 2011 年の 2 月から 3 月であり、有
効回答率は 21.0％となった（調査対象大学の 2010 年度の修了者数は 10,778 人、有効回答数は 2,265
人）。 
 
2．調査結果 
  
2.1  大学院在籍時の研究成果の発表 
国内学会と国外学会での発表数 
本調査回答者が大学院在籍時に登壇した国内学会および国外学会の発表数を見ると、国内学会
に 3 回以上登壇した者は 77.2％であり、国外学会に 1 回以上登壇した者は 61.9％、3 回以上登壇
した者は 27.4％を占める。回答者が登壇した国外学会の発表数を分野別に見ると、自然科学系の
発表数は人文社会系の発表数と比較して多く、自然科学系の中でも工学分野は他分野に比べて国
外学会での発表数が多い。 
 
 概要図表 1 修士・博士を通じて登壇した国内学会数（分野別） 
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概要図表 2 修士・博士を通じて登壇した国外学会数（分野別） 
 
 
論文数 
回答者の 88.1％が大学院在籍時に査読付き論文を 1 本以上発表している。また 80.6％が筆頭著
者としての査読付き論文を、71.2％が英語による査読付き論文を 1 本以上発表している。なお
36.7％は筆頭著者以外として査読付き論文を 1 本以上発表している。 
 
概要図表 3 査読付き論文数（英語別、筆頭著者別） 
 
 
注：筆頭著者以外の論文数は査読付き論文数とうち筆頭著者論文数から、英語以外の論文数は査読付き論文数と
うち英語の論文数から算出しているため、筆頭著者と筆頭著者以外および英語と英語以外の無回答比率がそれぞ
れ同数になる。 
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2.2  大学院在籍時の国外（日本以外）での研究経験 
回答者のうち 20.0％が大学院在籍時に国外（日本以外）で研究した経験がある。分野別に見る
と人文分野で経験した者が 35.4％であり他分野よりも多い。 
国外での研究経験の期間が 1 ヶ月以上の者は 85.9％であり、1 年以上の者は 30.4％を占める。
国外研究期間が 1 年以上である回答者は人文分野で 62.7％、社会分野で 56.1％であり他分野より
も多く、人文系と社会系は国外で長く研究をする傾向が見られる。なお本文で示すように人文系
と社会系では取り組むべき課題やフィールドが国外に存在したことを理由とする回答者の割合が
他分野よりも大きい。 
調査回答者の 80.0％が国外で研究活動をしておらず、その最大の理由として、全分野では必要
が無いと回答した者が 30.6％と最も多く、次いで時間的余裕が無いと回答した者が 20.5％と多い。
一方、他分野と比較して、人文系と社会系は資金的な制約を理由として挙げる者が多い（人文系
25.4％、社会系 21.4％）。 
 
概要図表 4 国外（日本以外）での研究経験の有無 （分野別） 
 
 
概要図表 5 国外での研究経験がある場合の期間（分野別） 
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概要図表 6 国外で研究活動をしなかった最大の理由（分野別） 
 
 
2.3 大学院在籍時の経験 
インターンシップ 
回答者の 12.4%が大学院在籍時にインターンシップを経験し、1 回経験した者の割合が 9.4％と
最も多い。分野別に見ると、インターンシップの参加が最も多いのは工学分野の 23.2％であり、
理学分野の 9.9％が続く。 
 
概要図表 7 大学院在籍時のインターンシップの経験の有無（分野別） 
 
民間企業との共同研究 
大学院在籍時に民間企業との共同研究経験がある回答者の割合は全分野で 26.4％であり、分野
別に見ると、工学系が 46.3％と最も多く、次いで農学系が 27.4％と多い。逆に民間企業との共同
研究の割合が少ないのは人文系と社会系であり、各 6.9％、12.9％である。 
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概要図表 8 民間企業との共同研究経験（分野別） 
 
 
2.4 大学院在籍のための資金 
本調査結果を米国の Survey of Earned Doctorates の 2009 年の結果と比較した。なお米国では学部
卒業後に博士課程に進学するため、日本の修士･博士課程と米国の博士課程を比較している。 
 
学費の免除 
本調査回答者が大学院で学費を免除された人数の割合は、米国の博士号取得者が大学院で学費
を免除された人数の割合と比較して小さい（学費を免除された割合は日本 34.9％、米国 79.0％。
学費を全額免除された割合は日本 1.7％、米国 57.3％）。 
 
概要図表 9 大学院で学費を免除された割合 
 
 
出典：NSF より提供された Survey of Earned Doctorates 2009 のデータより筆者作成 
注 1：無回答者を除して集計している。なお無回答率は、日本 9.4％、米国 10.3％である。 
注 2：日本は修士と博士のいずれかで学費の免除を受けた場合を含めて修士と博士の合計期間を通じた学費免除の
割合を算出したことから、1/3 単位の区分に厳密に当てはまらない回答者が 12 人存在した。これらは、最も当て
はまりが良いと判断された区分に分類した。 
 
大学院在籍のために最も多くの金額を利用した資金種別 
本調査回答者が大学院在籍のために最も多くの金額を利用した資金種別としては、個人資金お
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よび借入金などを含む自己資金が 59.4％と最も多い。これは、米国の博士号取得者の自己資金率
である 19.6%と比較して高い。分野別に見ると、日米共に理工学系の自己資金率は他分野と比較
して低い（自己資金率は日本の理工系平均 50.9％、理工系以外 68.4％、米国の理工系（Physical 
science と Engineering）平均 4.7%、理工系以外 26.9％）。 
また本調査回答者が最も利用した資金種別としてティーチングアシスタント（TA）やリサーチ
アシスタント（RA）を挙げた割合は 5.3％であり、米国 48.4％と比較して小さい。本文に示すよ
うに本調査では金額にかかわらず利用した資金種別を全て聞いた時にTAやRAを選ぶ人数が多い
ことから、TA や RA は多くの学生に利用されるものの生活費や学費等を賄うには不十分な状況が
推察される。 
なおフェローシップ・奨学金（返済義務無）を最も多くの金額を利用した資金種別と回答した
割合は、日米間に大きな違いは認められない（フェローシップ・奨学金（返済義務無）の割合は
日本 24.3％、米国 27.5％）。 
 
概要図表 10大学院在籍のために最も多くの金額を利用した資金種別（分野別）（上：日本、下:米国） 
 
 
出典：NSF http://www.nsf.gov/statistics/nsf11306/theme4.cfm#2 
注： Survey of Earned Doctorates は無回答者を除いた結果を公表している。設問毎の無回答率は公表されているが、
分野別等の詳細情報は明らかではないことから、米国の結果と比較するために日本の結果からも無回答者を除い
て集計した。なお当該設問の無回答率は、日本 16.6％であり、米国 9.8％である。 
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2.5 一般学生（社会人学生と留学生以外）が博士課程進学時に修了後の就職先として意識してい
た機関 
一般学生の 40.5%が博士課程進学時に修了後の就職先として日本国内の民間企業を意識してい
る。分野別に見ると、自然科学系は人文社会系と比較して日本国内の民間企業を意識する率が高
い。工学系は他の分野と異なり国内の教育機関よりも民間企業を意識する率が高い（工学分野の
修了者が就職先として国内の教育機関を意識する割合は 59.9％、国内の民間企業は 66.0％）。 
 
概要図表 11 一般学生が博士課程進修了後の就職先として教育機関・民間企業を意識していた割合 
（分野別） 
 
 
3. まとめと考察：最近のおおよそ 5年間で博士学生の国外研究経験は相当程度増加している 
 本調査結果からは、回答者の 2 割が修士・博士課程で国外研究を経験し、うち 8 割以上が国外
に 1 ヶ月以上滞在していることが示された。過去に科学技術政策研究所が実施した調査によると、
2002 年度から 2006 年度までに我が国の博士課程を修了した約 7 万 5 千人のうち不明・非該当を
除く約 4 万 1 千人の中で博士課程在籍時に国外機関での研究経験がある者は約 4 千人であり、ほ
ぼ 1 割に相当する。同調査は修了者個人からの直接的なデータ収集を前提とせず各大学に取りま
とめを依頼し、博士課程を置く 414 大学全ての博士課程修者に関するデータを回収した。これに
対して本調査は比較的規模の大きい 59 大学において 2010 年度に博士課程を修了する予定の約 1
万人を対象とし、博士課程修了者本人から直接回答を得ている（有効回答率 21.0％）。このような
違いから 2 つの調査結果を単純に比較することは必ずしも適当ではないが、両調査の回答者が特
定の大学に集中していないこと等から 2 つの調査結果はある程度比較可能であると考えると、博
士課程修了者の国外での研究経験率はここ 5 年で相当程度増加していると推察される。 
既存分析からは、博士学生が国外研究を経験する場合に国外での就職率が高いことや（NISTEP 
2009a）、国外での勤務経験を持つ研究者はそうでない者と比較して国際的な共同研究数や国際共
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著論文数が多いことが示されている（NISTEP 2009b）。また平成 23 年に出された中央教育審議会
の答申「グローバル化社会の大学院教育」では、我が国の博士課程修了者がグローバルに活躍す
るためには、学生が積極的に国外に出て豊富な国際経験を積むことが重要であると指摘されてい
る。よって、博士学生による国外での研究経験が増加している流れが止まらないように、意欲と
能力あるより多くの博士学生が国外研究を経験するための支援の継続が求められる。その際には、
海外経験が就職時に高く評価されるような仕組み作りが重要であると考えられる。
1 
 
1. 調査の背景と目的 
 
本調査は博士課程の研究指導および進路選択や就職活動状況等を把握することで、価値創造人
材としての博士の体系的な養成のあり方や将来的な活躍の場の創出に向けた基礎情報の獲得を行
う。また博士課程修了予定者に大学院教育の実態や進路を直接尋ねることで、従来の調査と比較
してより詳細な情報を収集し、施策の効果の検証に資することを目的とする。さらに学生の就職
活動調査はこれまで学士や修士を主な対象者としてきたが、本調査研究は博士課程の就職活動状
況を初めて大規模に調査し、その実態や課題の把握を可能とする。 
 
2. 調査実施の概要 
 
本調査は、2010 年度に日本国内の大学院において博士課程（博士課程（後期）と一貫制を含む。
以降は博士課程と表記）を修了（見込み含む）する学生に対して、在学時の研究経験、修了後の
進路選択方法や進路をインターネットにより直接尋ねる形で実施したものである。調査項目は大
きく博士課程在学時の教育や研究経験、そして博士課程修了後の進路選択（就職活動）の２つか
ら構成される。 
 
調査名 
博士課程修了者の進路と就職活動に関する調査 
 
調査主体 
文部科学省 科学技術政策研究所 第 1調査研究グループ 
 
調査期間 
2011 年 2 月 9 日（水） ～ 2011 年 3 月 25 日（金） 
 
調査対象者の抽出 
対象大学の選定・アンケート調査の周知 
対象大学は、2002 年度から 2006 年度の間に年平均で博士課程修了者を 50 名以上輩出する日本
国内の大学（59 大学）である。1 
アンケート調査の告知は、各大学の学長及び研究科長等に対して、書面にて依頼状（参考資料
B1 依頼状を参照のこと）を送付すると同時に、各大学で博士課程学生の実質的な連絡先（日常
的に使用する e-mail アドレス等）を把握する担当部門・部署（以下、担当窓口）に対して対象
学生への告知および調査票の配付や 2010 年度修了者人数の把握等を依頼した2。 
 
                                                   
1
  個々の大学における博士課程修了者数は NISTEP（2009a）のデータより算出した。 
2
 担当窓口は大学で 1 つの場合と研究科毎に異なる場合が混在する。 
2 
 
対象学生への調査協力の依頼 
本アンケート調査の対象者は、2010 年度（2010 年 4 月～2011 年 3 月）に博士課程を修了（満
期退学を含む）した学生である。 
ただし、博士課程の修了が確定する時期より調査の実施時期が前である場合を含むため、大学
の事務局を通じた調査の協力依頼は博士課程 3 年次以上に在籍している学生に対して行い、依頼
状の中で 2010 年度に博士課程を修了する（見込みを含む）者を対象とする旨周知した。 
対象学生への周知方法は図表 1 に示すように、大きく以下の 6 つに分類される。 
 
図表 1 対象学生へのアンケート周知方法 
1 大学が発行したメールアドレスに送付 
2 学生が個別に取得しているメールアドレスに配信 
3 指導教員や各研究室の管理者（教授・事務）にメールで送付し、学生に転送 
4 印刷した依頼状を学内掲示版に貼付 
5 印刷した依頼状を各研究室に配付 
6 学内ポータルサイト等対象学生が確認する WEB サイトに掲示 
 
上記のうち、実際に取られた周知方法として最も多かったものは大学が発行したメールアドレ
スに送付する方法であり、以下、学生が個別に取得しているメールアドレスに配信する方法や、
学内ポータルサイト等対象学生が確認する web サイトに掲示する方法である。 
 
調査票の回答方法 
調査票は当該学生が Web 上で入力し、回答終了後に自動的に回収される形式を採った。使用言
語は留学生等に配慮し日本語版と英語版の 2 通り（参考資料 B2 調査票を参照のこと）を作成し
た。 
調査票への回答は、担当窓口を通じて学生に配布された依頼状に記載されている URL にアク
セスした後、アンケート調査画面にログインをしてから回答に進む形式を採った。なお、ログイ
ン時には二重回答や成りすましをできる限り防ぐために設定したアンケート ID（大学別に設定）
と調査コード（研究科別に設定）の入力を求めた。 
 
回答数 
調査対象大学の事務局に問い合わせたところ、調査対象大学での 2010 年度の博士課程修了者
の総数は 10,778 名だった3。調査の有効回答者数は計 2,400 名であり、博士課程修了者 2,265 人
と論文博士 135 人で構成される。よって博士課程修了者による有効回答率は 21.0%である。回答
者数の内訳を図表 2 に、各調査対象大学での博士課程修了者数を図表 3 に示す。図表 2 に示す
ように、有効回答率は、公立大学で高く国立大学で低い傾向にある。 
                                                   
3
 平成 22 年度の学校基本調査報告書によると、2009 年度の博士課程修了者は 15,842 人であり、うち満
期退学者は 4,298 人である。 
3 
 
本調査の回答率が低い理由は、NISTEP(2009a)が採用したような大学事務局に回答を求める形
式ではなく博士修了者本人に直接回答を求めたことと同時に、母数の算出方法と調査実施時期に
あると考えられる。まず本調査の調査期間は 2011 年 2 月から 3 月であるが、アンケート依頼状
を配布後に修了予定の博士課程在籍者の正確な人数を把握するのは大学にとって容易ではない
ため、本調査において有効回答率を算出する際は、アンケート依頼状配布後の修了者を母数とす
るのではなく、2010 年度における博士課程修了者を母数として計算した。なお NISTEP(2009a)
によると博士課程修了者のうち留学生は 17％程度存在するが、秋卒業が多いと想定されるこれ
ら留学生が本調査の回答者には少ないことも回答率に影響を与えたと考えられる。 
 
図表 2 回答者数と回答率（設置者別） 
 
 
図表 3 調査対象大学での博士課程修了者数（2010年度）の内訳 
 
  
        　　　　　調査対象数
設置者
機関数
回答者数
（論文博士を含む）
回答者数
（論文博士を含まない）
2010年度の
博士課程修了者数
有効回答率
（回答者数（論文博士を含まない）/
2010年度の博士課程修了者数）
国立大学 39 1,847 1,753 8,742 20.1%
公立大学 5 118 113 342 33.0%
私立大学 15 435 399 1,694 23.6%
合計 59 2,400 2,265 10,778 21.0%
大学名
修了者数
（2010年度）
大学名
修了者数
（2010年度）
大学名
修了者数
（2010年度）
東京大学 1,339 新潟大学 150 関西学院大学 59
京都大学 819 岡山大学 122 一橋大学 58
大阪大学 708 信州大学 119 明治大学 55
東北大学 560 長崎大学 118 三重大学 55
名古屋大学 491 大阪市立大学 115 鳥取大学 55
九州大学 486 総合研究大学院大学 114 鹿児島大学 53
北海道大学 408 順天堂大学 107 名古屋市立大学 53
筑波大学 354 岐阜大学 106 東海大学 52
東京工業大学 341 熊本大学 103 北里大学 51
早稲田大学 314 徳島大学 93 岩手大学 49
広島大学 280 奈良先端科学技術大学院大学 89 上智大学 47
慶應義塾大学 280 横浜国立大学 87 山形大学 47
中央大学 258 昭和大学 86 横浜市立大学 43
群馬大学 235 お茶の水女子大学 71 同志社大学 42
東京医科歯科大学 217 埼玉大学 69 九州工業大学 40
千葉大学 198 愛媛大学 68 富山大学 38
神戸大学 189 大阪府立大学 68 福井大学 38
日本大学 186 立命館大学 67 東京医科大学 28
金沢大学 178 京都府立医科大学 63 北陸先端科学技術大学院大学 23
東京農工大学 174 東京理科大学 62
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3. 分析結果 
 
3.1 回答者の属性 
3.1.1  博士区分 
回答者の博士区分を図表 4 に示す。論文博士は回答者 2,400 人の 5.6%に相当し、分野別には社
会（10.1%）、「その他」（9.8%）、保健分野（6.6%）に多い。論文博士の割合は男女どちらも 5.6%
であり、性別間の差異は認められない。なお文部科学省 高等教育局大学振興課による平成 20 年
度博士・修士・専門職学位の学位授与状況では、平成 20 年度の博士学位授与数 16,735 件のうち、
課程博士 13,580 件（81.1%）、論文博士 3,155 件（18.9%）となっている。 
博士区分別の年齢構成を図表 5 に示す。博士課程修了者と論文博士共に 39 歳以下の回答者が
80％以上を占める。もっとも博士課程修了者は 25 歳以上 29 歳以下の回答者が最も多く 51.2％を
占め、論文博士では 30 歳以上 34 歳以下の回答者が最も多く 41.5％を占める。 
次に回答者の博士区分の構成を国籍別に図表 6に示す。日本人学生の論文博士の割合は4.2％で
ある一方、アジア（中東を含む）人学生の論文博士の割合は15.8％である。 
なお、今後の分析は博士課程に関する質問が主となることから、博士課程修了者を対象とする。 
 
図表 4  回答者の博士区分（分野別） 
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図表 5 回答者の年齢構成（博士区分別） 
  
 
図表 6 回答者の博士区分（国籍別） 
 
 
3.1.2 分野 
大分類による専門分野の構成を図表 7 に示す。本調査の回答者は学校基本調査の結果と比較し
て理学と工学系の割合が多く保健分野の割合が少ない（理学・工学を合わせて学校基本調査では
31.0％、本調査では論文博士を含めない場合に 49.9％。保健分野は学校基本調査では 29.9％、本
調査では論文博士を含めない場合に 18.8％）。 
もっとも本調査対象大学の分野構成は、学校基本調査と比較してやはり理学と工学の 2 つの分
野割合が大きいという特徴を持つ（本調査の対象となった大学の 2002 年度から 2006 年度の修了
者累計に占める理学と工学分野合計の割合は 38.8％）。本調査の回答者による分野構成は対象大学
全数と比較してやはり保健分野が少ないことから、本調査の回答者による分野構成は対象大学の
サンプリングによる影響を受けつつも、分野により関心の度合いが異なる就職活動等の調査項目
による影響を受けていた可能性が残る。 
博士課程修了者の人数を中分類による分野別に図表 8 に示す。本調査の回答者は保健分野の医
学専攻（276 人）が最も多く、理学分野の生物専攻（193 人）が続く。 
0.3%
0.3%
49.4%
51.2%
20.0%
26.5%
25.6%
41.5%
10.9%
10.2%
21.5%
5.4%
5.5%
4.4%
3.5%
3.4%
5.9%
4.0%
3.9%
6.7%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
全回答者
(2,400)
博士課程修了者
(2,265)
論文博士
(135)
20歳以上24歳以下 25歳以上29歳以下 30歳以上34歳以下 35歳以上39歳以下
40歳以上44歳以下 45歳以上49歳以下 50歳以上
95.8%
70.6%
100.0%
84.2%
57.1%
4.2%
29.4%
15.8%
42.9%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
日本(2,127)
北・中・南米(17)
欧州(8)
アジア（中東を含む）(241)
アフリカ(7)
博士課程修了者 論文博士
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図表 7 回答者の分野内訳（大分類） 
  
注：本調査対象大学の 2002 年度から 2006 年度の累計の値は NISTEP(2009a)より算出した 
 
図表 8 回答者の分野内訳（中分類） 
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3.1.3  学生種別 
学生種別内訳を分野別に図表 9 に示す。本調査の回答者の学生種別は一般学生（67.9％）が最
も多く、社会人学生（23.4％）が続く。回答者の留学生比率は 8.8%であり、うち日本政府国費留
学生が 4.2％、日本政府国費留学生が 0.5％、私費留学生が 4.1％を占める。学校基本調査によると、
2010 年度に博士課程に入学した者のうち一般学生は 50.3％、社会人学生は 32.7％、留学生は 17.1％
を占める。博士課程学生の学生種別が年度によって大きく異ならないと仮定すると、本調査の回
答者は一般学生の割合が多く社会人と留学生割合が少ないという特徴を持つ。 
学校基本調査によると、2010 年度に博士課程で学ぶ学生のうち社会人学生の割合は 34.5％であ
り、分野別には医・歯学分野での割合が 50.1%と最も多い。よって、本調査の回答者に社会人が
少ないのは、社会人比率の高い医・歯学を含む保健分野の割合が学校基本調査と比較して本調査
では少ないことが影響を与えていると考えられる。また本調査の回答者の留学生比率が低いのは、
留学生は秋卒業が多いと考えられるものの、本調査の実施時期が年度末であったという調査実施
時期による影響が考えられる。 
分野別に見ると、理学分野は他分野と比較して一般学生の比率が高い（88.1%）。NISTEP(2009a、
13 頁)でも調査対象者全体では一般学生が 63%を占めるのに対して、理学分野の一般学生の割合は
83%である。よって、一般学生が多いのは理学分野の特徴と考えられる。 
 
図表 9  博士課程時の学生種別（分野別） 
 
 
3.1.4  社会人としての勤務経験 
社会人としての勤務経験の有無と、勤務経験がある場合の年数を図表 10 に示す。回答者のう
ち 44.2％が社会人としての勤務経験を持ち、勤務経験がある回答者のうち 5 年以上の勤務年数を
持つ者の割合が 62.2％を占める。 
社会人としての勤務経験年数の内訳を学生種別に図表 11 に示す。勤務経験があるのは一般学
生 24.5％、社会人学生 96.4％、留学生 57.3％である。5 年以上の勤務経験を持つ割合は、社会人
学生が最も多く（83.7％）、留学生（19.1％）、一般学生（9.2％）の順である。 
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博士課程修了後に社会人として勤務を継続・復職する予定を学生種別に図表 12 に示す。社会
人として勤務を継続・復職する率は、一般学生 12.4％、社会人学生 81.3％、留学生 31.2％である。 
 
図表 10 社会人としての勤務経験の有無と勤務年数 
  
 
図表 11 社会人としての勤務経験年数（学生種別） 
  
 
図表 12 勤務の継続・復職率（学生種別） 
 
注：設問はチェックボックス形式のため、勤務の継続・復職率は全員が設問に回答したと想定して算出した 
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3.1.5  博士課程開始と修了年月 
博士課程の開始年を図表 13 に示す。博士課程の開始年は 2008 年が 1,176 人と最も多く、次い
で 2007 年が 645 人と多い。本調査で対象とした回答者の修了年が 2010 年度であることから、半
数以上が標準修業年限を 3 年と仮定した時に同年限以内で博士課程を修了したと考えられる4。 
博士課程の修了年月を図表 14 に示す。博士課程を修了した時期は 2011 年 3 月が 2,120 人と最
も多く、次いで多いのは 2010 年 9 月修了の 84 人である。博士課程修了者のうち留学生割合は約
17％であり（NISTEP2009a、11 頁）、彼らの多くは秋に卒業する可能性が考えられる。しかし本調
査の実施時期は年度末（2011 年 2 月から 3 月）だったため、回答者の修了年月が 3 月に集中した
のは調査実施時期の影響と考えられる。 
 
図表 13 博士課程開始年 
   
 
図表 14 博士課程修了年月 
 
                                                   
4 博士課程を修了した時期は 2011 年 3 月が最も多く 2,265 人中 2,120 人（93.6％）であり、2008 年が
開始年である 1,176 人のうち 4 月開始が 1,136 人（96.6％）であることから、3 年間の修学であること
が確認される。 
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 博士課程の開始年を分野別に図表 15 に示す。図表 15 からは、分野別に開始年の違いが示され
る。特に自然科学系 4 分野と比較して人文社会系では 2006 年以前に博士課程を開始した修了者の
割合が大きいことから、人文社会系では博士課程修了まで時間を費やしていることが分かる。 
回答者の博士課程の開始年を学生種別に図表 16 に示す。一般学生や留学生に較べて社会人学
生の博士課程開始年に占める 2007 年以前の割合が大きいなど、社会人学生は他の学生種別と較べ
て課程修了に時間を費やしている傾向が見られる。 
 
 図表 15 博士課程開始年（分野別） 
  
 
図表 16 博士課程開始年（学生種別） 
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3.1.6  性別 
性別割合を図表 17 に分野別に示す。博士課程を修了した回答者は男性が 76.2％、女性が 23.8％
を占め、学校基本調査が発表する博士課程修了者の性別割合（男性 71.6％、女性 28.4％）と比較
して男性割合が多い。本調査回答者の性別割合は分野別に異なり、他分野と比較して工学系の女
性割合は 9.3％と少なく、人文系の女性割合は 50.7％と過半数を超えている。 
図表 18 に学生種別の性別割合を示す。一般学生や社会人学生と比較して留学生の女性割合が
多い（一般学生 22.3％、社会学生人 24.0％、留学生 35.2％）。 
 
図表 17 性別（分野別） 
  
図表 18 性別（学生種別） 
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3.1.7  年齢 
年齢分布を図表 19 に示す。博士課程修了時点で最も人数が多い年齢は 27 歳 463 人であり、2
番目に多いのは 28 歳 347 人である。 
5 歳刻みによる年齢の構成を分野別に図表 20 に示す。博士課程修了時点で 25 歳以上 29 歳以下
が回答者のほぼ半数（51.2％）を占め、30 歳以上 34 歳以下が 25.6％、35 歳以上 39 歳以下が 10.2％
を占める。理学分野は他分野と比較して年齢が低く、博士課程修了時点で 25 歳以上 29 歳以下の
回答者割合が 77.8％を占める。工学分野と農学分野の 25 歳以上 29 歳以下の年齢区分の割合は各
58.3％、56.7％である。一方、保健、人文、社会、その他分野の回答者は前述分野と比較して年齢
が高い傾向にある（同年齢区分の割合はこれら 4 分野の平均で 31.7％）。 
次に 5 歳刻みによる年齢構成を学生種別に図表 21 に示す。一般学生は博士課程修了時点で 25
歳以上 29 歳以下の回答者割合が最も多く 69.0％である。一方、社会人学生は 30 歳以上 34 歳以下
が 25.0％を 35 歳以上 39 歳以下が 23.3％を占め、また 50 歳以上の回答者も 18.1％を占める。留学
生は、30 歳以上 34 歳以下の割合が 46.7％と最も多い。 
 
図表 19 年齢分布 
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図表 20 年齢構成（分野別） 
  
 
図表 21 年齢構成（学生種別） 
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3.1.8  国籍 
博士課程を修了した回答者の国籍構成を分野別に図表 22 に示す。日本国籍を持つ割合は全体
で 90.0％であり、「その他」分野で最も多く（94.6％）、保健（93.4％）、理学（93.3％）が続く。
逆に日本国籍を持つ学生割合が少ないのは工学（85.5％）であり、農学分野が続く（86.6％）。日
本以外の国籍としてはアジア（中東を含む）地域が外国籍全体 10.0％のうち 9.0％を占めるなど最
も多い。なお、外国籍の修了者のうち中国が 43.6％、韓国が 17.2％を占める。 
図表 23 に日本とアジア国籍を持つ学生の学生種別を示す。日本人学生の 74.2％は一般学生で
あり 25.7％は社会人学生である。一方、アジア国籍を持つ学生のうち 44.3％が私費留学生であり
38.4％は日本政府が経費を支給する国費留学生である。 
 
図表 22 国籍（分野別） 
  
 
図表 23 国籍と学生種別 
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3.1.9  家族状況 
結婚 
結婚の状態を学生種別・性別別に図表 24 に示す。博士課程を修了した回答者の 34.0％が既婚
であり、うち別居割合が 3.2％を占める。学生種別・性別で結婚状況は大きく異なり、一般学生の
うち男性の 18.1％、女性の 22.2％が既婚であり、社会人学生のうち男性の 78.1％、女性の 48.0％
が既婚である。また留学生は一般学生や社会人学生と比較して別居率の割合が多く、全体での別
居率は 3.2％であるが留学生の別居率は男性では 14.0％、女性では 15.7％である。 
 
図表 24 結婚の状態（男女別・学生種別） 
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扶養家族 
扶養家族の有無を学生種別に図表 25 に示す。扶養家族がいる割合は全体で 20.5％であり、一
般学生のうち家族を扶養している割合は 8.5％、社会人学生のうち家族を扶養している割合は
51.4％であるなど、学生種別に家族を扶養する率は異なる。 
扶養家族の人数を扶養家族の年齢別に図表 26 に示す。扶養家族がいる場合にその人数は 1 人
か 2 人である回答者数が多い（扶養家族 1 人 161 人、扶養家族 2 人 172 人）が、そのうち 5 歳以
下の子供を少なくとも 1 人以上扶養している回答者数は 297 人、6 歳以上 18 歳以下の扶養家族が
少なくとも 1 人以上いる回答者数は 164 人、19 歳以上の家族を少なくとも 1 人以上扶養している
回答者数は 218 人である。 
 
図表 25 扶養家族の有無 
  
 
図表 26 扶養家族の年齢別の人数 
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3.2 学士・修士・博士課程の経歴 
3.2.1 博士号の取得率 
博士号取得率（見込みを含む）を分野別に図表 27 に示す。回答者の 82.5%が 2010 年度に博士
号を取得もしくは取得見込みである。博士号取得率は分野間で異なり、自然科学系では 4 分野全
てで 8 割を超えるのに対して（自然科学系で最も低い保健分野の博士号取得率は 82.6％）、人文系
は 64.6％、社会系は 69.7％と自然科学系に較べて相対的に低い。 
博士号取得率を学生種別に図表 28 に示す。学生種別間で比較すると、留学生の博士号取得率
が相対的に高く、社会人学生の取得率が低い（博士号取得率は、一般学生 82.9％、社会人学生 79.0％、
留学生 88.9％）。博士号を取得せずに博士課程を修了する回答者によって示された満期退学の理由
を図表 29 に示す。この理由としては、就職先の決定が最も多く（88 人）、修業年限の超過（62
人）、経済的困難（50 人）の順である5。博士号を取得せずに修了する理由として「その他」の選
択肢を選んだ際の自由記述には、いったん満期退学後に改めて学位を取得する予定であることや、
国外への転勤など勤務上の都合等が述べられている。 
博士号を取得せずに博士課程を修了する理由を、一般学生と社会人学生間で比較した結果を図
表 30 に示す。一般学生は就職先の決定を理由とする回答者が多く（47.9％）、社会人学生は業務
や家事などの学業以外の多忙を理由として選ぶ回答者が多い（50.0％）。また社会人学生と比較し
て一般学生は経済的困難を選ぶ割合が多く（一般学生 23.7％、社会人学生 13.0％）、一般学生と比
較して社会人学生は指導の欠如を選ぶ割合（一般学生 6.5％、社会人学生 10.9％）や修業年限の超
過を選ぶ割合（一般学生 26.6％、社会人学生 30.4％）が若干多い。研究課題の実現が困難とする
理由を選ぶ割合は一定数存在するが（一般学生 16.6％、社会人学生 17.4％）、一般学生と社会人の
間での差異は小さい。 
博士号を取得せずに課程を修了する理由として 2 番目に多かった修学年限の超過に関して、博
士号の有無別に博士課程開始年を図表 31 に示す。博士号の有無にかかわらず開始年は 2008 年が
最も多い（2008 年に修学を開始する割合は、博士号の取得者 52.8％、博士号を取得しない修了者
47.7％）。全体的に博士号が無い場合に開始年が若干早い印象を与えるが、両者に大きな差は認め
られない。よって博士課程修了に費やす時間は博士号の有無により大きく異ならないと考えられ
る。 
 
 
 
 
 
                                                   
5
 博士号を取得せずに博士課程を修了する理由として最も多かった就職先の決定を選んだ 88 人のうち、
就職先を答えた者（60 人）の就職先は、大学等の割合が 25 人（41.7％）、民間企業の割合が 25 人（41.7％）
を占める。一方、博士号を取得して博士課程を修了する回答者 1,869 人のうち就職先を答えた者（833
人）の就職先は大学等の割合が 400 人（48.0％）であり民間企業の割合は 283 人（34.0％）を占める。
よって、就職先が決まったことを理由に博士号を取得せずに課程を修了する回答者の就職先は、博士
号を取得して修了する回答者の就職先と比較して民間企業の割合が大きいと言える。 
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図表 27 博士号取得率（分野別） 
  
 
図表 28 博士号取得率（学生種別） 
 
 
図表 29 博士号を取得せずに修了する理由（2つまで）  
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図表 30 博士号を取得せずに修了する理由（2つまで）（学生種別） 
 
 
図表 31 博士号の有無と博士課程開始年 
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3.2.2 課程間の期間 
学士・修士・博士課程のうち連続する課程間の期間（学士課程修了年から修士課程開始年まで
と修士課程修了年から博士課程開始年まで）を、回答数が一定規模確保された一般学生と社会人
学生を対象に図表 32 に示す。なお、博士課程で医学・歯学を専門とした回答者は分析対象から
除外した。 
結果を見ると、一般学生は学士・修士および修士・博士の両課程間共に期間が 1 年未満つまり
多分に同一年に進学している割合が各 92.4％と 93.4％と大多数を占めている。一方、社会人学生
は、修士課程修了年から博士課程開始年の期間が 4 年以上空いている割合が 58.9％である一方、
学士課程修了年から修士課程開始年の間は同一年（1 年未満）である割合が 71.4％を占める。一
般的に自然科学系は自然科学系以外の分野と比較して修士課程への進学率が高く、図表 7 に示し
たように本調査の回答者は自然科学系の割合が大きいことが、本調査回答者の学士から修士課程
へは期間を空けずに進学するという課程間の連続性に影響を与えていると考えられる6。 
 
図表 32 課程間の期間（学生種別、医学・歯学以外） 
 
  
                                                   
6
 平成 22 年度の学校基本調査によると、学部卒業者が大学院研究科に進学する率は自然科学系 4 分野
（理学、工学、農学、保健）全体で 31.0％であり、人文社会およびその他分野の全体で 5.1％である。 
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71.4%
93.4%
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会
人
学
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般
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生
1年未満 １年以上2年未満 2年以上3年未満 3年以上4年未満 4年以上
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3.2.3 大学・大学院で在籍した機関の一致 
大学・大学院で在籍した機関の一致度を分野別に図表 33 に示す。学士・修士・博士で所属し
た機関を全て回答した博士課程修了者は 849 名（2,265 人の 37.5％）であり、このうち 28.5％は複
数の大学で修学している。これら複数の大学で修学した回答者のうち、修士と博士のみ同一大学
である割合は 14.9％、学士と修士のみ同一大学である割合は 11.4％であり、学士と博士のみが同
じ大学である割合や 3 つの課程全てが異なる回答者が占める割合は小さい（順に 0.8％、1.5％）。
分野別に見ると、3 つの課程のうち 1 つ以上の課程で異なる機関に在籍した割合が他の分野と比
較して多いのは、「その他」、社会、保健の分野である（同割合は順に 52.0％、42.5％、33.3％）。 
留学生は機関名称への回答数が少ないために一般学生と社会人を対象として課程間の機関の一
致度を図表 34 に示す。なお博士課程で医学・歯学を専攻した学生を除く。一般学生は学士・修
士・博士の 3 課程を全て同じ大学で修学する割合が 76.2％を占めるのに対して、社会人学生の同
割合は 49.6％と 1 つ以上の課程で異なる機関に所属した割合が半数以上を占める。 
 
図表 33 大学・大学院で在籍した機関の一致度（分野別） 
 
 
図表 34 大学・大学院で在籍した機関の一致度（学生種別、医学・歯学以外） 
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学士・修士が同一（博士は異なる） 学士・博士が同一（修士は異なる）
学士・修士・博士が全て異なる大学
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3.2.4 大学・大学院で専攻した分野の一致 
大学・大学院で専攻した分野の大分類による一致を図表 35 に示す。大分類による分野を学士・
修士・博士課程の全ての課程で回答した博士課程修了者は 1,181 人であり、このうち学士・修士・
博士の 3 つの課程で分野が一致する回答者は 82.0％を占め、修士・博士課程のみ分野が一致する
回答者が 11.3％を占める。分野別では保健と「その他」分野での課程間の分野一致率が他分野と
比較して低いことが示されているが、回答者率が低いことに留意が必要である。 
回答者数が多く大分類の一致率が比較的低い理学分野を事例として、分野変更をより詳細に分
析する。まず各課程で専攻した大分類による分野の組み合わせを図表 36 に示す。分野の変更が
ある場合は、学士で工学を修士と博士で理学を専攻するなど理学と工学の組み合わせや、理学と
農学など自然科学系の分野間の組み合わせが大半を占める。次に課程間の中分類による分野の一
致を図表 37 に示す7。3 つの課程間で中分類による分野が一致する割合は 76.4％であり、これに
より大分類による分野で見た時に課程間で分野変更が無くても中分類による分野変更が生じてい
ることが分かる。また修士･博士課程のみ分野が一致する割合は 15.9％、学士・修士のみ分野が一
致する割合は 6.8％である。 
次に中分類による分野の組み合わせとその人数を図表 38 に示す。分野の変更がある場合は、
学士で工学分野に分類される応用化学を専攻し修士以降は理学分野の化学を専攻した回答者が 5
人存在するなど、隣接領域での分野移動が示唆される。 
 
図表 35 大学・大学院で専攻した分野（大分類）の一致（博士課程時の分野別） 
  
 
 
 
                                                   
7
 大分野分類は理学、工学、農学、保健等の分類であり、中分類は例えば大分野分類が理学なら数学、
物理などのより詳細な分類を表す（図表 8 を参照のこと）。 
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図表 36 博士課程で理学分野を専攻した回答者の各課程の専攻分野（大分類） 
 
 
図表 37 博士課程で理学分野を専攻した回答者が大学・大学院で専攻した分野（中分類）の一致 
 
 
図表 38 博士課程で理学分野を専攻した回答者の各課程の専攻分野（中分類） 
 
注：人数が 2 名以上存在する分野構成のみ対象とし、1 人のみの分野構成（29 人分）は省略した 
3課程での
分野の一致
学士課程の分野 修士課程の分野 博士課程の分野 人数
一致 理学 理学 理学 255
工学 理学 理学 23
工学 工学 理学 11
農学 理学 理学 9
農学 農学 理学 5
保健 理学 理学 3
その他 その他 理学 2
理学 工学 理学 1
その他 理学 理学 1
不一致
236, 76.4%
49, 15.9%
21, 
6.8%
2, 0.6% 1, 0.3%
学士・修士・博士の分野が一致
修士・博士の分野が一致（学士は異なる）
学士・修士の分野が一致（博士は異なる）
学士・博士の分野が一致（修士は異なる）
学士・修士・博士の分野が全て異なる
3課程での
分野の一致
学士課程の分野 修士課程の分野 博士課程の分野 人数
生物 生物 生物 85
物理 物理 物理 68
化学 化学 化学 42
数学 数学 数学 23
地学 地学 地学 10
理学その他 理学その他 理学その他 8
応用化学 化学 化学 5
農芸化学 生物 生物 5
応用化学 生物 生物 4
応用物理 物理 物理 3
化学 生物 生物 3
電気・通信 数学 数学 2
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工学その他 生物 生物 2
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応用物理 応用物理 物理 2
工学その他 工学その他 生物 2
農芸化学 農芸化学 化学 2
化学 数学 物理 2
一致
不一致
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3.2.5 休学経験 
博士課程での休学年数を学生種別に図表 39 に示す。博士課程での休学割合は 9.8%であり、う
ち 1 年以上 2 年未満の休学期間は 3.6%を占める。社会人学生の休学経験率は 17.4％であり、一般
学生や留学生の休学率と比較して高い（一般学生と留学生の休学経験率はそれぞれ 7.2％、9.0％）。
社会人学生が休学をした 17.4％の内訳として、1 年以上 2 年未満の休学期間が 6.0％を、2 年以上
3 年未満が 4.3％を占める。 
なお、修士課程では回答者数 1,215 人の 1.5%が、学士課程では回答者数 1,267 人の 2.8%が休学
をしたと回答している。よって、学士や修士課程と比較して博士課程での休学率は高いと言える。 
 
図表 39 博士課程での休学年数（学生種別） 
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3.3 研究指導と研究成果の発表 
3.3.1 博士論文を実質的に指導した教員の数 
博士論文を実質的に指導した教員数を分野別に図表 40 に示す。全分野で見ると、博士論文を
実質的に指導した教員数が 1 人であると回答した割合が 44.6％と最も多く、2 人が 32.9％であり、
3 人以上が 20.8％を占める。分野別に見ると人文系は他分野と比較して博士論文を指導した教員
の数が 1 人である割合が多く（59.0％）、保健分野では少ない（31.0％）。 
 
図表 40  博士論文を指導した教員の数（分野別） 
  
 
3.3.2 指導頻度 
博士論文の作成期間中に実質的な指導教員と打ち合わせをした頻度（指導頻度）を学生種別に
図表 41 に示す。なお指導教員が複数人の場合は指導の合計回数を尋ねた。この結果、全学生種
別で見ると、1 週間に 1 回以下から 1 ヶ月に 2 回以上の指導頻度と回答した割合が 40.1％を占め、
1 週間に 2 回以上とした割合が 26.4%、1 ヶ月に 1 回以下から 3 ヶ月に 2 回以上の割合が 20.0%を
占める。指導頻度が半年に 1 回以下である割合は 3.4%である。指導頻度は学生種別によって異な
り、一般学生や社会人と比較して留学生の指導頻度が多い（例えば最も多い指導頻度の選択肢で
ある 1 週間に 2 回以上指導を受ける割合は、一般学生 27.5％、社会人 17.2％、留学生 42.2％）。 
指導頻度を分野別に図表 42 に示す。指導頻度は分野間で異なり、自然科学系では人文社会系
と比較して指導頻度が多い（1 週間に 2 回以上の指導頻度の割合は、自然科学系平均 29.5%、人
文社会系平均 8.1％）。一方、人文社会系では指導頻度が半年に１回以下の割合が自然科学系より
も大きく（自然科学系平均 2.7%、人文社会系平均 8.1％）、人文社会系のうち人文系は社会系より
も高頻度での指導回数の割合が少ない（1 週間に 2 回以上の割合は、人文 2.8％、社会 12.4％）。 
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図表 41 博士論文作成期間中の指導教員との打ち合わせの頻度（学生種別） 
 
 
図表 42  博士論文作成期間中の指導教員との打ち合わせの頻度（分野別） 
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3.3.3 大学院在籍時に登壇した学会数 
修士・博士を通じて登壇した国内学会での発表数を図表 43 に、国外学会での発表数を分野別
に図表 44 に示す。国内学会に 3 回以上登壇した者は 77.2％であり、国外学会に 1 回以上登壇し
た者は 61.9％、3 回以上登壇した者は 27.4％を占める。分野別に見ると国内・国外学会共に自然
科学系は人文社会系よりも学会発表数が多い。自然科学系の中でも工学分野は国内学会で 5 回以
上発表した割合が 68.2％と工学以外の分野に比べて多く、国外で発表した数が 0 である割合も
13.5％と他分野に比べて少ないなど、国内外の学会の発表数が多い。 
国内学会での発表数を図表 45 に国外学会での発表数を図表 46 に学生種別に示す。国内学会で
の発表数は一般学生が相対的に多く、留学生が少ない（5 回以上の発表割合は一般学生 65.6%、
社会人学生 48.0%、留学生 37.2%）。一方、国外学会での発表回数は一般学生と留学生がほぼ同
様であるのに対して、社会人の発表回数が少ない（0 回の発表割合は、一般学生 25.6%、社会人
学生 37.1%、留学生 22.6%） 
本調査回答者が大学院在籍時に登壇した国内学会および国外学会の発表数の関連を図表 47 に
示す。共に 5 回以上登壇した回答者数は 257 人（回答者数 2,031 人の 12.7％）であり、国内学会
と国外学会を併せて 1 度も学会に登壇しなかった回答者は 57 人（回答者数 2,031 人の 2.8%）であ
る。 
 
図表 43 国内学会での発表数（分野別） 
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図表 44 国外学会での発表数（分野別） 
 
 
図表 45 国内学会での発表数（学生種別） 
 
 
図表 46 国外学会での発表数（学生種別） 
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図表 47 国内学会と国外学会での発表数 
 
注：無回答者 234 人を除く 
 
3.3.4 大学院在籍時に発表した論文数 
査読付き論文数 
査読付き論文に関して、筆頭著者と英語論文の別に図表 48 に示す。回答者の 88.1％が大学院
在籍時に査読付き論文を1本以上発表している。また80.6％が筆頭著者としての査読付き論文を、
71.2％が英語による査読付き論文を 1 本以上発表している。なお 36.7％は筆頭著者以外として査
読付き論文を 1 本以上発表している。 
 
図表 48 査読論文数（英語別、筆頭著者別） 
 
注：筆頭著者以外の論文数は査読付き論文数とうち筆頭著者論文数から、英語以外の論文数は査読付き論文数と
うち英語の論文数から算出しているため、筆頭著者と筆頭著者以外および英語と英語以外の無回答比率がそれぞ
れ同数になる。 
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筆頭著者としての査読付き論文数 
次に研究者としての評価には筆頭著者としての査読付き論文が重視されると考え、筆頭著者と
しての査読付き論文数に着目して分析する。まず筆頭著者としての査読付き論文数を分野別に図
表 49 に示す。分野別に見ると、国内・国外学会での発表数で示されたように（図表 43、図表 44
参照）工学分野の査読付き筆頭著者論文数は工学以外の分野の同論文数よりも多い（例えば 5 本
以上の論文数の割合は工学では 19.0％、全体平均は 10.6％）。一方で、自然科学系の学会発表数は
国内国外を問わず人文社会系の学会発表数よりも多い傾向が示されたが、査読付き論文数に関し
てはそのような明確な傾向は認められない。 
次に筆頭著者としての査読付き論文数の内訳を学生種別に図表 50 に示す。社会人学生の学会
発表数は国内･国外を問わず一般学生の学会発表数よりも少ない傾向が示されたが（図表 45 図表 
46 参照）、一般学生と社会人学生の筆頭著者としての査読付き論文数の構成は、ほぼ変わらない。 
 
図表 49 筆頭著者としての査読付き論文数（分野別） 
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図表 50 筆頭著者としての査読付き論文数（学生種別） 
 
博士課程修了時での博士号の有無別に筆頭著者としての査読付き論文数の内訳を図表 51 に示
す。博士号を取得しない回答者の無回答率が高いことに留意する必要があるが（無回答の割合は、
博士号取得者 12.0％、博士号を取得しない回答者 23.7％）、博士号を取得した回答者は、博士号を
取得しない回答者と較べて、査読付き論文数が多いことが示されている（例えば 5 本以上の筆頭
著者としての査読付き論文数割合は博士号を取得した回答者 11.2％、取得しない回答者 7.8％。0
本の割合は、博士号を取得した回答者 3.9％、博士号を取得しない回答者 11.6％）。 
 
図表 51 博士号の有無と筆頭著者としての査読付き論文数 
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3.4  大学院での経験 
3.4.1  国外（日本以外）での研究経験 
国外（日本以外）での研究経験の有無 
大学院在籍時の国外（日本以外）での研究経験の有無を分野別に図表 52 に示す。全分野を見
ると 20.0％が大学院在籍時に国外（日本以外）での研究経験があると回答している。国外での研
究経験の有無は分野によって異なり、国外で研究をした割合が最も多いのは人文分野の 35.4%で
あり、次いで社会 23.6%、理学 25.1％、工学分野 22.7%である。一方、国外での研究経験の割合が
最も少ないのは保健 8.9%である。 
次に国外での研究経験の有無を学生種別に図表 53 に示す。学生種別によっても国外研究経験
の有無は異なり、国外研究を経験した割合は留学生に多く、社会人に少ない（国外研究経験があ
る割合は、一般学生 21.7%、社会人学生 10.4%、留学生 33.2%）。 
 
図表 52 国外（日本以外）での研究経験の有無（分野別） 
  
 
図表 53 国外（日本以外）での研究経験の有無（学生種別） 
  
20.0%
25.1% 22.7%
14.4%
8.9%
35.4%
23.6%
14.1%
80.0%
74.9% 77.3%
85.6%
91.1%
64.6%
76.4%
85.9%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
全分野
(2,265)
理学
(463)
工学
(669)
農学
(201)
保健
(426)
人文
(144)
社会
(178)
その他
(184)
国外（日本以外）での研究経験あり 国外（日本以外）での研究経験なし
20.0%
21.7%
10.4%
33.2%
80.0%
78.3%
89.6%
66.8%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
全学生種別(2,265)
一般学生(1,537)
社会人学生(529)
留学生(199)
国外（日本以外）での研究経験あり 国外（日本以外）での研究経験なし
33 
 
国外での研究経験の期間 
国外での研究経験の期間を分野別に図表 54 に示す。なお国外研究の回数が複数ある場合は、
その合計期間を尋ねた。全分野を見ると国外研究経験がある場合の期間は 1 ヶ月以上が 85.9％で
あり、うち 1 年以上が 30.4％を占める。分野別に見ると、特に人文社会系は 1 年以上の割合が多
いなど自然科学系と比較して全体的に長期間になる傾向がある（1 年以上の割合は、人文分野
62.7％、社会分野 56.1％）。 
留学生は自身の研究課題が出身国と関連するために国外での研究を経験することも考えられる
が、自由記述からは出身国での高等教育経験と混同している可能性も考えられた。そこで、国外
研究期間を学生種別に図表 55 に示す。社会人学生や留学生と比較して、一般学生の留学期間が
短い。社会人学生は他種別の学生と比較して国外研究経験は少ないが、国外研究経験がある場合
は一般学生と比較して長期になる傾向が示されている。 
 
図表 54  国外での研究経験がある場合の期間（分野別） 
  
 
図表 55 国外での研究経験がある場合の期間（学生種別） 
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国外で研究活動をしなかった理由・した理由 
国外で研究活動をしなかった最大の理由を図表 56 に、理由全て（複数回答）を図表 57 に示す。
国外で研究活動をしなかった最大の理由として回答が多いのは「必要がなかった」（428 人）、「時
間的余裕がなかった」（286 人）、「資金的な問題があった」（175 人）などである。複数回答でもこ
れら選択肢が順位は入れ替わるものの上位 3 つを占める。「受入機関のつてがなかった」、「言語の
不安があった」の 2 つの選択肢が、順序は入れ替わるものの最大の理由や理由全ての回答の上位
3 つの選択肢に続く。一方、最大の理由として、研究室・指導教員の理解の欠如（18 人）や就職
活動に与える悪影響の懸念（10 人）は少数に留まる。 
国外で研究活動をしなかった理由として「その他」を選んだ際の自由記述には、「学位取得後に
行く予定である」、「社会人であり勤務の都合上国外に行く余裕がない」、「自身の所属する国内大
学の研究室が最先端である」、「国外に行くきっかけや発想がそもそもない」との記述が複数存在
した。その他には「国外に行ったら帰国後の見通しが立たない」、「効率的に学位を取得したい（国
外では日本の修士課程相当から始める必要がある）」、などが述べられていた。 
国外研究を経験しなかった最大の理由を分野別に図表 58 に示す。全ての分野において「自分
の研究には必要なかった」を選択した割合が最も多くを占める（全体の 30.6％）。一方、自然科学
系 4 分野と比較して人文社会系では資金的な制約を挙げる回答者が多い（人文系 25.4％、社会系
21.4％、全体 12.5％）。なお自然科学系 4 分野では受入機関のつての欠如を理由に挙げる回答者割
合が多い（全体 10.7％、人文系 3.2％、社会系 4.1％）。 
 国外研究を経験しなかった最大の理由を学生種別に図表 59 に示す。社会人学生は、一般学生
や留学生と比較して国外研究を経験しなかった理由として家庭の事情を選択する割合が大きい
（一般学生 5.0％、社会人学生 14.3％、留学生 6.0％）。一方留学生は資金的な問題を回答する割合
が多い（一般学生 12.6％、社会人学生 9.1％、留学生 25.3％）。以上の結果から、国外で研究活動
をしなかった理由は分野や学生種別で異なることが示された。 
 
図表 56  国外で研究活動をしなかった最大の理由 
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図表 57  国外で研究活動をしなかった理由（複数回答） 
 
 
図表 58 国外で研究活動をしなかった最大の理由（分野別） 
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図表 59 国外で研究活動をしなかった最大の理由（学生種別） 
 
 
国外で研究活動をした最大の理由を図表 60 に、理由全てを図表 61 に示す。国外で研究活動を
した最大の理由として多い回答は「取り組むべき課題やフィールドが当該国に存在した」（82 人）、
「異なる研究環境を経験したかった」（67 人）、「指導教員から勧められた」（48 人）などである。
複数回答では、異文化体験や異なる研究環境を経験することへの期待（順に 268 人、258 人）お
よび研究ネットワークの拡大（232 人）が上位に位置づく。就職活動への良い影響への期待（71
人）は少数に留まっている。 
国外で研究活動をした理由として「その他」を選んだ際の自由記述には、「授業の必須科目であ
る」、「経済的な支援があったから」、「育児をしながらの研究には国外の方が適している」、「就職
先の下見を兼ねて」、「自身の研究分野の世界的な権威が国外にいたから」、などが述べられている。 
国外で研究活動をした最大の理由を分野別に図表 62 に示す。分野により国外で研究活動をす
るための理由が異なることが示されている。人文、社会系では「取り組むべき課題やフィールド
が当該国に存在した」ことを理由に挙げる回答者が多く（人文 61.9％、社会 42.4％）。自然科学系
の中では農学系が同理由を挙げる割合が多い（農学 27.3％、全体 22.3％）。一方、自然科学系 4 分
野は「異なる研究環境を経験したかった」ことを理由に挙げる割合が人文社会系よりも多い（自
然科学系 4 分野平均で 21.6％、人文 4.8％、社会 6.1％）。 
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図表 60  国外で研究活動をした最大の理由 
 
 
図表 61  国外で研究活動をした理由（複数回答） 
 
  
82
67
48
36
30
29
26
24
20
5
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
取り組むべき課題やフィールドが当該国に存在した
異なる研究環境（研究手法や研究体制等）を経験したかった
国内で師事する指導教員等から勧められた
国外の機関の研究環境・設備が自分の研究に適していた
言語や習慣等の異文化を体験したかった
国外の研究者の指導を受けたかった
異なる専門分野や研究視点を学びたかった
その他
研究ネットワークの拡大に役立つと思った
就職活動に良い影響を与えると思った
人数
268
258
232
194
185
172
164
127
71
48
0 50 100 150 200 250 300
言語や習慣等の異文化を体験したかった
異なる研究環境（研究手法や研究体制等）を経験したかった
研究ネットワークの拡大に役立つと思った
国内で師事する指導教員等から勧められた
国外の研究者の指導を受けたかった
取り組むべき課題やフィールドが当該国に存在した
異なる専門分野や研究視点を学びたかった
国外の機関の研究環境・設備が自分の研究に適していた
就職活動に良い影響を与えると思った
その他
人数
38 
 
図表 62 国外で研究活動をした最大の理由（分野別） 
 
 
国外研究経験と博士課程に費やす時間 
国外での研究経験の有無と博士課程開始年との関係を図表 63 に示す。国外での研究経験があ
る場合でも国外での研究経験が無い場合と比較して開始年が早いという傾向が見られないことか
ら、国外研究経験がある場合にそうでない場合と比較して博士課程により長い時間を費やしてい
る傾向は認められない。 
 
図表 63 国外での研究経験の有無と博士課程開始年 
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2002年度から 2006年度に我が国の博士課程を修了した者の国外研究経験との比較 
 本調査回答者の国外での研究経験を、科学技術政策研究所が過去に実施した調査（「我が国の博
士課程修了者の進路動向調査」）によって示された結果と比較する。なお、同調査では「博士課程
（後期）在籍時に日本国外の機関で研究に従事した経験」を尋ねており、修士・博士課程の期間
を通じて国外での研究経験を聞いた本調査とは対象期間が異なるが、研究助成などを考えると国
外研究は主に博士課程で行われると考えられるため、比較可能と判断した。 
まず 2002 年度から 2006 年度までの博士課程修了者の国外機関での研究経験の有無を分野別に
図表 64 に示す。ここでは全分野合計で 9.6％が国外研究を経験しており、特に人文分野では 28.8％
と高い比率を示す。2010 年度の博士課程修了者を対象とした本調査の回答者のうち 20.0％が国外
研究を経験していることから、おおよそ 8 年前から 4 年前と比較して国外での研究を経験した人
数比率は 10.4％ポイント高いと言える。 
 
図表 64 国外機関での研究経験の有無（分野別） 
 
出典：NISTEP(2009a)のデータより筆者作成 
注：国外研究経験の有無が不明・非該当の者 33,881 人、分野不明の者 1,622 人（うち国外研究経験不
明・非該当者は 1,505 人）を除く 
 
 NISTEP(2009a)では、博士課程在籍時の国外機関での研究経験と博士課程修了直後の所在地との
関連を示している（P48）。具体的には、不明・非該当者を含めて分析した場合に、国外機関での
研究経験がある 3,959 人のうち博士課程修了直後に国外を所在地とする者は 17％であり、全数
75,197 人のうち国外を所在地とする者は 7％であることから、10％ポイント高いことが示されて
いる。 
 もっとも留学生は出身国に帰国するなど他種別の学生と較べて日本国外を所在地とすることが
多いと推察されたため、国外研究経験の有無と博士課程修了直後の所在地を学生種別に分析した
結果を図表 65 に示す。国外機関での研究経験がある場合に所在地が日本以外である者は 21.0％
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であり、同経験が無い場合に所在地が日本以外である者は 9.2％である。学生種別に見ると日本に
滞在する率は異なるが、どの学生種別においても国外機関での研究経験がある場合は研究経験が
無い場合と較べて日本以外を所在地とする者が多い。よって、国外機関での研究経験がある場合
に、国外への移動割合が高くなっていると言える。 
図表 65 国外機関での研究経験の有無と博士課程修了直後の所在地（上：国外機関での研究経験あり、
下：国外機関での研究経験なし） 
 
注：所在地不明・非該当 813 人、学生種別不明 35 人（うち所在地不明・非該当 10 人）を除く 
 
出典：NISTEP(2009a)のデータより筆者作成 
注：所在地不明・非該当 7,598 人、学生種別不明 309 人（うち所在地不明・非該当 59 人）を除く 
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3.4.2 インターンシップ 
インターンシップ経験の有無 
大学院在籍時のインターンシップ経験の有無を分野別に図表 66 に示す。全分野で見ると、回
答者の 12.4%が大学院在籍時にインターンシップの経験があり、その回数としては 1 回が 9.4％と
最も多い。分野別に見ると、インターンシップの参加が最も多いのは工学分野の 23.2％であり、
理学分野の 9.9％が続く。 
大学院在籍時のインターンシップ経験の有無を学生種別に図表 67 に示す。一度でもインター
ンシップを経験した割合は留学生 21.1%、一般学生 13.7%であり、差異が示されている。 
 
図表 66 大学院在籍時のインターンシップ経験の有無（分野別） 
 
 
図表 67 修士・博士段階のインターンシップ経験の有無（学生種別） 
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インターンシップ経験の期間と受入先 
大学院在籍時にインターンシップを経験した場合の期間を図表 68 に示す。なおインターンシ
ップを複数経験した場合は最も期間が長いインターンシップについて尋ねた。大学院在籍時にイ
ンターンシップを経験した期間は1ヶ月以上が47.6％であり、うち1ヶ月以上3ヶ月未満が18.0％、
3 ヶ月以上 6 ヶ月未満が 15.4％、6 ヶ月以上が 14.2％を占める。 
インターンシップの受入機関を図表 69 に示す。民間企業でインターンシップをした人数が 175
人と最も多く、教育機関（大学等）54 人、公的研究機関 33 人が続く8。 
インターンシップの受入機関が民間企業だった場合の業種を図表 70 に示す。ここでは情報通
信業が最も多く 26 人であり、医薬品・化粧品 21 人、電子部品・デバイス 17 人となっている。 
 
図表 68 修士・博士課程を通じてインターンシップへ参加した期間 
 
 
図表 69 修士・博士課程を通じたインターンシップの受入機関（複数回答） 
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うことにより、就業意識の向上や大学実務に関する理解を深めることを目的に大学の事務部門などで
インターンとして実習を行うことなどがある。 
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図表 70 インターンシップの受入先企業の業種（複数回答） 
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3.4.3  民間企業との共同研究 
大学院在籍時の民間企業との共同研究の有無を分野別に図表 71 に示す。全分野で見ると民間
企業との共同研究経験がある割合は 26.4％であり、分野別に見ると工学系の割合が 46.3％と最も
多く、農学 27.4％が続く。逆に民間企業との共同研究の割合が少ないのは人文社会系である（人
文 6.9％、社会 12.9％）。 
民間企業との共同研究の有無を学生種別に図表 72 に示す。一般学生や留学生と比較して、社
会人学生が民間企業との共同研究に参加した割合が大きい（民間企業との共同研究経験割合は、
一般学生 24.8％、社会人学生 32.5％、留学生 22.6％）。 
共同研究先の業種を図表 73 に示す。医薬品・化粧品関連の企業と共同研究をした人数が最も
多く 114 人であり、化学その他 95 人、電子部品・デバイス 77 人が続く。 
 
図表 71 民間企業との共同研究経験（分野別） 
 
 
図表 72 民間企業との共同研究経験（学生種別） 
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図表 73 共同研究をした民間企業の業種 
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3.4.4  拠点事業による経験と支援内容 
博士課程在籍時に所属した研究室による拠点事業（21 世紀 COE・グローバル COE）の採択 
回答者が博士課程在籍時に所属した研究室の拠点事業（21 世紀 COE・グローバル COE）（以下
拠点事業）への採択の有無を分野別に図表 74 に示す。全分野を見ると所属していた研究室が拠
点事業に採択されていた割合は 29.7%、採択されていなかった割合は 43.0%、所属していた研究室
が拠点事業に採択されていたかどうか分からない割合は 24.0％である。採択の有無の割合は分野
によって異なり、理学系の回答者は理学以外の分野の回答者と比較して、所属していた研究室が
拠点事業に採択されていた割合が多く、分からない割合が少ない（採択されていた割合は、理学
分野 46.7％、全体 29.7％、分からない割合は理学分野 12.7％、全体 24.0％）。 
博士課程在籍時に所属した研究室の拠点事業への採択の有無を学生種別に図表 75 に示す。所
属していた研究室が拠点事業に採択されていた割合は、留学生や社会人学生に較べて一般学生に
多い（一般学生 37.5％、社会人 11.0％、留学生 19.6％）。また採択されたかどうか分からない割合
は留学生や社会人に多く、一般学生に少ない（一般学生 15.4％、社会人 41.6％、留学生 43.2％）。 
 
図表 74 博士課程在籍期間中に所属した研究室による拠点事業の採択（分野別） 
 
図表 75 博士課程在籍期間中に所属した研究室による拠点事業の採択（学生種別） 
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拠点事業による資金の使用 
博士課程在籍時に所属した研究室が拠点事業に採択されていた場合に、回答者が拠点事業の資
金を使用したか否か、そして資金を使用した場合の用途を図表 76 に示す。資金を使用した割合
は 82.8％であり、その内訳は TA や RA が 40.9％、回答者自身の研究に使用する費用が 25.3％、国
内外での学会発表費用が 20.1％である。また海外での研究経験に要する費用の割合が 11.8％を占
める。 
研究室が採択された拠点事業による資金を回答者が使用した場合の金額を図表 77 に示す。100
万円未満が 49.9％と約半数を占め、100 万円以上 200 万円未満が 15.6％、200 万円以上が 13.1％、
分からない割合が 20.8％を占める。100 万円未満と答えた 49.9％の回答者のうち 50 万円未満が
27.3％、50 万円以上 100 万円未満が 22.6％を占める。 
 
図表 76 研究室が採択された拠点事業による資金の使用 
 
 
図表 77 研究室が採択された拠点事業による資金で使用した金額 
 
 
 
  
使用した, 
557, 
82.8%
使用して
いない, 
104, 
15.5%
無回答, 
12, 
1.8%
228, 40.9%
141, 25.3%
112, 20.1%
66, 11.8%
10, 1.8%
TAやRA
あなた自身の研究に使用する費用
（実験機材や書籍等）
国内外での学会発表に要する費用
海外での研究経験に要する費用
その他
152, 27.3%
126, 22.6%
53, 9.5%34, 6.1%
73, 13.1%
116, 20.8%
3, 0.5%
50万円未満
50万円以上100万円未満
100万円以上150万円未満
150万円以上200万円未満
200万円以上
分からない
無回答
48 
 
3.5  経済状況 
3.5.1  学費の免除 
回答者が大学院で学費を免除された割合を分野別に図表 78 に示す。大学院で学費の免除を受
けた割合は 36.8％であり、受けなかった割合は 59.0％である。また分野別に見ると、学費の免除
を受けた割合は理学 46.9％、農学 43.3％、工学 39.9％であり他分野よりも若干多い。 
大学院での学費の免除の有無を学生種別に図表 79 に示す。学生種別に見ると、留学生は学費
の免除を受けた割合が 60.8％と相対的に大きく、社会人学生は 21.9％と小さい。なお、学費の免
除の有無を大学の設置者間で比較したところ、差異は殆ど無いことが示された（参考図表 1 を参
照のこと）。 
次に、学費の免除を受けた場合の免除割合を課程別に図表 80 に示す。博士課程では学費の免
除が 1/3 以上 2/3 未満の割合が 50.5％と最も多いのに対して、修士課程では免除を受けていない割
合が 47.4％と最も多く、免除を受けた割合として最も多い 1/3以上 2/3未満の割合は 19.1％である。
なお、学費の免除の割合を大学の設置者間で比較したところ、本調査において博士課程を修了し
た回答者数が一定規模を持つ国立と私立の間では、差異は殆ど無いことが示された（参考図表 2、
参考図表 3 を参照のこと）。 
よって、大学院を通して学費の免除を受けた割合は 36.8％であり、これら免除を受けた学生の
うち約半数が修士課程では学費の免除を受けていないことから、5 年間の大学院教育を通じた学
費の免除は限定的と考えられる。 
 
図表 78 大学院での学費の免除（分野別） 
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図表 79 大学院での学費の免除の有無（学生種別） 
  
 
図表 80  学費の免除を受けた場合の免除金額の割合（課程別） 
   
注：修士と博士のいずれかで学費の免除を受けた場合に学費の免除があると見なすため、どちらかで免除を受け
ていない場合が存在する。 
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3.5.2  大学院在籍のために利用した資金種別 
大学院に在籍するために利用した資金種別を複数回答で聞いた結果を図表 81 に示す。資金種
別として最も多く選択されたのはティーチングアシスタント（TA）1,089 人であり、次いで多い
のが家族の援助 1,065 人、回答者自身の個人資金 992 人、リサーチアシスタント（RA）946 人、
奨学金（返済義務あり）919 人である。 
最も多くの金額を利用した資金種別と 2 番目に多くの金額を利用した資金種別を図表 82 に示
す。最も多くの金額を利用した資金種別は奨学金（返済義務あり）417 人、自身の個人資金 351
人、家族の援助 282 人の順であり、2 番目に多くの金額を利用した資金種別を合わせると、奨学
金（返済義務あり）が最も多く（674 人）、家族の援助（594 人）、自身の個人資金（523 人）と続
く。最も多くおよび 2 番目に多くの金額を利用した資金種別を合計すると最も多くの金額を利用
した資金種別とは 2 位と 3 位の順番が入れ替わるものの、これら 3 種類の資金種別が上位 3 位ま
でを占める。なお、その他の資金種別を選んだ場合に自由記述を求めたところ、「アルバイト」、
「日本学術振興会特別研究員制度の奨励金」、「助手や非常勤講師としての給与」、「民間などから
の助成金」などが述べられていた9。 
図表 81 と図表 82 から、TA や RA は利用された資金種別としては選択肢の上位に位置付けら
れるが、最も多くの金額を利用した資金種別としては下位に位置付けられることから、多くの学
生に利用されるものの大学院に在籍するための主たる資金種別としては十分ではない状況が推察
される。 
 
図表 81  大学院在籍のために利用した資金種別（複数回答） 
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フェローシップや所得として回答された可能性もある。よって、「その他」の中には他の選択肢の内容
が含まれている可能性が考えられる。 
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図表 82  大学院在籍のために最も多く、もしくは 2番目に多くの金額を利用した資金種別 
  
 
大学院に在籍するために最も多くの金額を利用した資金種別を分野別に図表 83 に示す。全分
野で見ると、自己資金率は 49.5％である。なお自己資金には、家族の援助、自身の個人資金、奨
学金（返済義務有）、借入金を含む。分野別に見ると理学と工学部はその他の分野と比較して自己
資金比率が低く、理学 46.9％、工学 41.7％なのに対して全体の自己資金率は 49.5％である。TA と
RA の率はそれぞれ 0.4％と 4.1％であり他の種別と比較して大きな割合ではない。 
 
図表 83 大学院在籍のために最も多くの金額を利用した資金種別（分野別） 
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3.5.3  借入金 
回答者の借入金の金額を図表 84 に示す。学士課程と比較して大学院で借入金がある割合が多
い（学士課程で借入金がある割合は 16.6％、大学院で 35.0％）。大学院で高額の借入金がある割合
が大きく、500 万円以上を借り入れている割合は学士課程で 0.9％、大学院で 10.0％、400 万円以
上 500 万円未満を借り入れている割合は学士課程で 1.2％、大学院で 7.0％を占める。 
借入金の金額を学生種別に図表 85 に示す。借入金がある割合は一般学生が最も多い（一般学
生 44.1%、社会人学生 17.2％、留学生 10.5％）。また一般学生は他の学生種別と比較して 500 万円
以上の高額の借入金の占める割合が大きい（500 万円以上の借入金の占める割合は、一般学生
13.5％、社会人学生 3.2％、留学生 1.0％）。 
借入金の内訳を分野別に図表 86 に示す。自然科学分野の中で借入金がある割合が多いのは理
学分野である（借入金がある割合は、理学 44.1％、工学 33.0％、農学 37.8％、保健 24.9％）。 
 
図表 84 大学・大学院の在籍にかかる借入金（課程別） 
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図表 85 大学院在籍にかかる借入金（学生種別） 
 
 
図表 86 大学院在籍にかかる借入金（分野別） 
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3.5.4  米国調査との比較 
 前述した本調査回答者の大学院における経済状況（学費の免除、大学院在籍のための最も多く
の金額を使用した資金種別、借入金）と、米国の博士号取得者に対する調査 Survey of Earned 
Doctorates の 2009 年の結果との比較を試みる10。Survey of Earned Doctorates は 1957-58 年に開始さ
れ、米国の大学で Research Doctorates を得た人材を対象に NSF や教育省などの 6 つの連邦機関に
より紙媒体、ウェブ、電話による調査手法を用いて実施されている調査である。米国では 2009
年に新たに 49,562 人が博士号を取得し、うち 92.3％が調査に参加した。 
 比較上の留意点は両国の高等教育制度の差異と集計上の差異である。まず米国では一般的に
博士課程が 5 年一貫であることから、両国の博士課程を比較する際は、日本の修士と博士の両課
程を合計し米国の博士課程と比較した11。さらに、米国では博士号取得者を、日本では満期退学者
を含めた博士課程修了者を対象としているなど対象者の違いに留意する必要がある。調査の集計
上の留意点に関しては、米国の調査結果は無回答者を含めておらず、無回答率は質問項目毎に別
途公表されているが分野別等の詳細な無回答率は不明である。しかし分野別に経済状況は異なる
ことが示されているため、分野別の比較が可能となるよう日本の結果から無回答者を除いた結果
を米国の結果と比較した。よって本項で示される日本の調査結果は、本節前項までに示した分析
結果とは異なることに留意されたい。 
 
学費の免除 
日米の修士と博士課程在籍時における学費免除割合を図表 87 に示す。本調査回答者が大学院
で学費を免除された割合は、米国の博士号取得者が大学院で学費を免除された割合と比較して少
ない（学費を免除された割合は日本 34.9％、米国 79.0％。学費を全額免除された割合は日本 1.7％、
米国 57.3％）。 
 
図表 87 大学院での学費の免除割合（日・米） 
 
出典：NSF より提供された Survey of Earned Doctorates のデータより筆者作成 
注 1: 無回答率を除して集計している。なお無回答率は、日本 9.4％、米国 10.3％ 
注 2: 日本は修士と博士のいずれかで学費の免除を受けた場合を含めて修士と博士の合計期間を通じた学費免除
の割合を算出したことから、1/3 単位の区分に厳密に当てはまらない回答者が 12 人存在した。これらは、最も当
てはまりが良いと判断された区分に分類した。 
                                                   
10 なお Research Doctorates には、M.D., D.D.S., J.D., D.Pharm., and Psy.D などの専門職学位は含まない。
http://www.nsf.gov/statistics/srvydoctorates/ 
11
 NSF の同調査担当者からは、大学院での期間全体を対象としているとの回答を得た。 
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大学院在籍のために最も多くの金額を利用した資金種別 
本調査回答者が大学院在籍のために最も多くの金額を利用した資金種別としては、個人資金お
よび借入金などを含む自己資金の割合が 59.4％と最も多い。これは、米国の博士号取得者の自己
資金率である 19.6%と比較して高い。分野別に見ると、日米共に理工学系の自己資金率は他分野
と比較して低い（自己資金率は日本の理工系平均50.9％、理工系以外68.4％、米国の理工系（Physical 
science と Engineering）平均 4.7%、理工系以外 26.9％）。 
また全分野のTAとRAを合計した割合は日本では 5.3％であり、米国 48.4％と比較して小さい。
利用の程度にかかわらず全ての資金種別を見ると TA や RA は選択肢の上位に位置付けられるが、
最も利用した資金種別としての割合は大きくないことから、TA や RA は多くの学生に利用される
ものの生活費や学費等を賄うには不十分な状況が推察される。 
なおフェローシップ・奨学金（返済義務無）を最も多くの金額を利用した資金種別と回答した
割合は、日米間に大きな違いは認められない（フェローシップ・奨学金（返済義務無）の割合は
日本 24.3％、米国 27.5％）。 
 
図表 88 大学院在籍のために最も多くの金額を利用した資金種別（分野別）（上：日本、下:米国） 
 
 
出典：NSF http://www.nsf.gov/statistics/nsf11306/theme4.cfm#2 
注： Survey of Earned Doctorates は無回答者を除いた結果を公表している。設問毎の無回答率は公表されているが、
分野別等の詳細情報は明らかではないことから、比較のために日本の結果から無回答者を除いて再集計した。な
お当該設問の無回答率は、日本 16.6％であり、米国 9.8％である。 
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借入金 
大学院在籍のための借入金の割合を分野別に図表 89 に示す。日米間の為替相場の変動が大き
いため、ここでは便宜上 1 ドル 100 円で換算すると、全分野での日米の借入金は、借入金が無い
割合と高額の借入金（日本では 500 万円以上、米国では 5 万 1 ドル以上）の割合は大きく異なら
ない（借入金が無い割合は日本 61.7％、米国 63.0％、日本で 500 万円以上の借入金がある割合は
11.0％、米国で 5 万 1 ドル以上の借入金がある割合は 11.6％）12。 
また米国では自然科学、工学、生命科学の 3 分野でその他の分野と比較して相対的に借入金が
無い割合が大きい。一方日本ではこのような顕著な分野別の違いは確認されない。 
 
図表 89 大学院在籍のための借入金（分野別）（上：日本、下:米国） 
 
 
出典：NSF のデータより筆者作成 
注：無回答率 日本 9.7％、米国 7.7％ 
                                                   
12
 2005 年の 12 月は 1 ドル 120 円台、2006 年 6 月は 1 ドル 110 円台だったが、一方、本稿執筆中の 2011
年 11 月は歴史的円高となり 1 ドル 75 円を記録している。 
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3.6 博士課程進学時に修了後の進路として意識していた就職先と職種区分 
3.6.1  博士課程進学時に修了後の進路として意識していた就職先 
まず博士課程進学時に課程修了後の進路として意識していた国内での就職先を図表 90に示す。
教育機関（大学等）を選択した人数が最も多く 1,292 人であり、民間企業 831 人、公的研究機関
756 人が続く。 
次に博士課程進学時に課程修了後の進路として意識していた国外での就職先を図表 91に示す。
教育機関（大学等）を選択した人数が最も多く 561 人であり、公的研究機関 355 人、民間企業 157
人が続く。国内外ともに大学等の教育機関が最も多い。民間企業と公的研究機関は国内外で教育
機関（大学等）に次ぐ就職先として意識されていたが、両機関を意識していた人数は国内では大
きく変わらないが、国外では公的研究機関が民間企業よりも多くの回答者から意識されている。 
 
図表 90  博士課程進学時に修了後の進路として意識していた就職先（国内） 
  
図表 91 博士課程進学時に修了後の進路として意識していた就職先（国外） 
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就職先の機関として教育機関・民間企業を意識していた割合 
教育機関（大学等）は国内外の就職先として最も意識される機関種別であり、民間企業は博士
課程修了者の今後の就職先としての拡充が期待されるため、これら 2 つの機関を意識していた割
合に着目して分析する。まず学生種別に図表 92 に示すと、日本国内の教育機関（大学等）を意
識する割合は学生種別により異なり、留学生や社会人と比較して一般学生の割合が大きい（一般
学生 71.0% 、社会人 38.4％、留学生 49.5％）。一方、日本国外の教育機関および民間企業を意識
する割合は、留学生が最も多く（教育機関 71.4％、民間企業 25.8％）、社会人学生は最も少ない（教
育機関 6.3％、民間企業 2.8％）。 
次に一般学生が教育機関（大学等）と民間企業を意識していた割合を専門分野別に図表 93 に
示す。一般学生の 40.5%が博士課程進学時に修了後の就職先として民間企業を意識している。分
野別に見ると、自然科学系は人文社会系と比較して日本国内の民間企業を意識する率が高く、国
内の教育機関を意識する率が低い。工学系は他の分野と異なり国内の教育機関よりも民間企業を
意識する率が若干高い（工学分野の修了者が意識する割合は国内の教育機関 59.9％、民間企業
66.0％）。 
なお自然科学系は人文社会系と異なり海外の高等教育機関よりも国内の民間企業を意識する割
合が多い。もっとも理学系は国内の民間企業と海外の高等教育機関を意識する割合の差が工学・
農学・保健分野と比較して小さい。 
 
図表 92 博士課程進学時に修了後の進路として国内外の教育機関・民間企業を意識していた割合（学
生種別） 
 
注：本設問は意識していた進路をチェックボックス形式により複数回答で訪ねている。本図表の比率は当該進路
を意識していたと回答した数を本設問に１つ以上答えた回答者数で除しパーセント表示で表している。 
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図表 93 一般学生が博士課程進学時に修了後の進路として国内外の教育機関・民間企業を意識してい
た割合（分野別）  
 
注：図表 92 の注に同じ 
 
3.6.2 博士課程進学時に修了後の進路として意識していた職種区分 
博士課程進学時に課程修了後の進路として意識していた職種区分を図表 94 に示す。多く意識
されていたのは研究・開発職 1,699 人であり、非研究・開発職 300 人、特に職種を意識していな
い回答者数は 120 人である。次に職種区分を意識していた割合を学生種別に図表 95 に示す。学
生種別に見ると、研究・開発職を意識していたのは留学生が多く（89.4％）、次いで一般学生（84.3％）、
社会人学生（68.5％）の順になっている。 
就職先についての分析と同様に一般学生を対象として職種区分を分析した結果を分野別に図表 
96 に示す。分野別に見ると、理学、工学、人文、社会分野で研究・開発職を意識していた割合は
9 割を超え（順に 92.5％、92.9％、90.7％、91.7％）、農学分野でも 9 割近い（85.9％）。保健分野
と「その他」分野は、これら 2 つ以外の分野と比較して研究・開発職を意識した割合が 6 割程度
と低く、非研究・開発職を意識していた割合が大きい（研究・開発職を意識していた割合は、保
健 60.9％、「その他」59.6％）。NISTEP（2009a、29 頁）の分析結果からは、保健分野の博士課程
修了者の 43％が修了後に医師・歯科医師等として働くことが示されているため、これら職業を意
識していたことが考えられる。また図表 35 に示したように保健以外の分野を修士まで専攻し分
野を変更して博士課程から保健分野を専攻した（つまり医師や歯科医師の資格を有さない）博士
課程修了者も存在することから、彼らの多くが研究・開発職を意識していたことも考えられる。 
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図表 94 博士課程進学時に修了後の進路として意識していた職種区分  
 
 
図表 95 博士課程進学時に修了後の進路として意識していた職種区分（学生種別） 
 
注： 図表 92 の注に同じ 
 
図表 96 一般学生が博士課程進学時に修了後の進路として意識していた職種区分（分野別） 
 
注：図表 92 の注に同じ 
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4. まとめ 
 
本報告書は科学技術政策研究所が 2010 年度に実施した「博士課程修了者の進路と就職活動に関
する調査」に参加した博士課程修了者（見込みを含む）の大学院での経済および修学状況に関す
る分析結果を取りまとめたものである。以下に調査手法と分析結果の要点を述べる。  
 
調査手法 
「博士課程修了者の進路と就職活動に関する調査」は、我が国の博士課程修了者の修学や経済
状況を明らかにすることを目的として科学技術政策研究所が実施した調査である。具体的には、
2002 年度から 2006 年度にかけて博士課程修了者を年間平均 50 人以上輩出した 59 大学において
2010 年度に博士課程を修了した者を調査の主な対象とした（調査対象者には満期退学者と論文博
士を含むが、本分析の対象には論文博士を含めない）。調査実施期間は 2011 年の 2 月から 3 月で
あり、有効回答率は 21.0％となった（調査対象大学の 2010 年度の修了者数は 10,778 人、有効回
答数は 2,265 人）。「博士課程修了者の進路と就職活動に関する調査」の今後の改善すべき点とし
ては回収率の向上が挙げられる。 
  
分析結果 
 
大学院在籍時の研究成果の発表 
国内学会および国外学会での発表数 
本調査回答者が大学院在籍時に登壇した国内学会および国外学会の発表数を見ると、国内学会
に 3 回以上登壇した者は 77.2％であり、国外学会に 1 回以上登壇した者は 61.9％、3 回以上登壇
した者は 27.4％を占める。回答者が登壇した国外学会の発表数を分野別に見ると、自然科学系の
発表数は人文社会系の発表数と比較して多く、自然科学系の中でも工学分野は他分野に比べて国
外学会での発表数が多い。 
論文数 
回答者の 88.1％が大学院在籍時に査読付き論文を 1 本以上発表している。また 80.6％が筆頭著
者としての査読付き論文を、71.2％が英語による査読付き論文を 1 本以上発表している。なお
36.7％は筆頭著者以外として査読付き論文を 1 本以上発表している。 
 
大学院在籍時の国外（日本以外）での研究経験 
回答者のうち 20.0％が大学院在籍時に国外（日本以外）で研究した経験がある。分野別に見る
と人文分野での経験割合が 35.4％と他分野よりも多い。国外での研究経験の期間は 1 ヶ月以上が
85.9％であり、うち 1 年以上が 30.4％を占める。国外研究期間が 1 年以上である回答者割合は人
文分野で 62.7％、社会分野で 56.1％であり他分野よりも大きい。このように人文系と社会系は国
外で長く研究をする傾向が見られるが、その背景として人文系と社会系では取り組むべき課題や
フィールドが国外に存在したことを理由とする割合が他分野よりも大きいことが考えられる。 
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調査回答者の 80.0％が国外で研究活動をしておらず、その最大の理由として、全分野では必要
性の欠如の割合が 30.6％と最も多く、次いで時間的余裕の欠如の割合 20.5％が続く。一方人文系
と社会系では資金的な制約を挙げる割合が各 25.4％、21.4％など他分野と比較して多い。 
 
大学院在籍時の経験 
インターンシップ 
回答者の 12.4%が大学院在籍時にインターンシップを経験し、1 回経験した者の割合が 9.4％と
最も多い。分野別に見ると、インターンシップの参加が最も多いのは工学分野の 23.2％であり、
理学分野の 9.9％が続く。 
民間企業との共同研究 
大学院在籍時に民間企業との共同研究経験があると回答した割合は全分野で 26.4％であり、分
野別に見ると、工学系が 46.3％と最も多く、農学系 27.4％が続く。逆に民間企業との共同研究の
割合が少ないのは人文社会系であり、人文 6.9％、社会 12.9％である。 
 
大学院在籍のための資金 
本調査結果を米国の Survey of Earned Doctorates の 2009 年の結果と比較した。なお米国では学部
卒業後に博士課程に進学するため、日本の修士･博士課程と米国の博士課程を比較している。 
 
学費の免除 
本調査回答者が大学院で学費を免除された割合は、米国の博士号取得者が大学院で学費を免除
された割合と比較して小さい（学費を免除された割合は日本 34.9％、米国 79.0％。学費を全額免
除された割合は日本 1.7％、米国 57.3％）。 
大学院在籍のために最も多くの金額を利用した資金種別 
本調査回答者が大学院在籍のために最も多くの金額を利用した資金種別としては、個人資金お
よび借入金などを含む自己資金の割合が 59.4％と最も多い。これは、米国の博士号取得者の自己
資金率である 19.6%と比較して高い。分野別に見ると、日米共に理工学系の自己資金率は他分野
と比較して低い（自己資金率は日本の理工系平均50.9％、理工系以外68.4％、米国の理工系（Physical 
science と Engineering）平均 4.7%、理工系以外 26.9％）。 
また本調査回答者がティーチングアシスタント（TA）やリサーチアシスタント（RA）を選んだ
割合は 5.3％であり、米国 48.4％と比較して小さい。本調査結果では程度にかかわらず利用した資
金種別として TA や RA が上位に位置づけられているが、最も利用した資金種別としての割合は小
さいことから、TA や RA は多くの学生に利用されるものの生活費や学費等を賄うには不十分な状
況が推察される。なおフェローシップ・奨学金（返済義務無）を最も多くの金額を利用した資金
種別と回答した割合は、日米間に大きな違いは認められない（フェローシップ・奨学金（返済義
務無）の割合は日本 24.3％、米国 27.5％）。 
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一般学生が博士課程進学時に修了後の就職先として意識していた機関種別 
一般学生の 40.5%が博士課程進学時に修了後の就職先として民間企業を意識している。分野別
に見ると、自然科学系は人文社会系と比較して日本国内の民間企業を意識する率が高く、国内の
教育機関を意識する率が低い。工学系は他の分野と異なり国内の教育機関よりも民間企業を意識
する率が若干高い（工学分野の修了者が意識する割合は国内の教育機関 59.9％、民間企業 66.0％）。 
 
まとめと考察 
  本調査結果からは、回答者の 2 割が修士・博士課程で国外研究を経験し、うち 8 割以上が国
外に 1 ヶ月以上滞在していることが示された。過去に科学技術政策研究所が実施した調査による
と、2002 年度から 2006 年度までに我が国の博士課程を修了した約 7 万 5 千人のうち不明・非該
当を除く約 4万 1千人の中で博士課程在籍時に国外機関での研究経験がある者は約 4千人であり、
ほぼ 1 割に相当する。同調査は修了者個人への直接的なデータ収集を前提とせず各大学に取りま
とめを依頼し、博士課程を置く 414 大学全ての博士課程修者に関するデータを回収した。これに
対して本調査は比較的規模の大きい 59 大学において 2010 年度に博士課程を修了する予定の約 1
万人を対象とし、博士課程修了者本人から直接回答を得ている（有効回答率 21.0％）。このような
違いから 2 つの調査結果を単純に比較することは必ずしも適当ではないが、両調査の回答者が特
定の大学に集中していないこと等から 2 つの調査結果はある程度比較可能であると考えると、博
士課程修了者の国外での研究経験率はここ 5 年で相当程度増加していると推察される。 
既存分析からは、博士学生が国外研究を経験する場合に国外での就職率が高いことや（NISTEP 
2009a）、国外での勤務経験を持つ研究者はそうでない者と比較して国際的な共同研究数や国際共
著論文数が多いことが示されている（NISTEP 2009b）。また平成 23 年に出された中央教育審議会
の答申「グローバル化社会の大学院教育」では、我が国の博士課程修了者がグローバルに活躍す
るためには、学生が積極的に国外に出て豊富な国際経験を積むことが重要であると指摘されてい
る。よって、博士学生による国外での研究経験が増加している流れが止まらないように、意欲と
能力あるより多くの博士学生が国外研究を経験するための支援の継続が求められる。その際には、
海外経験が就職時に高く評価されるような仕組み作りが重要であると考えられる。 
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資料 
 
参考資料 A 追加分析 
 
参考資料 A1 設置者別の学費の免除 
学費の免除に関して設置者別に分析した結果を示す。まず大学院での学費の免除の有無を参考
図表 1 に、次に修士課程での学費の免除割合を参考図表 2 に、博士課程での学費の免除割合を参
考図表 3 に示す。これら結果から、学費の免除の有無は設置者間で殆ど変わらず、公立の博士課
程で免除割合が大きい傾向が見られるが、学生数の多数を占める国立と私立間での免除割合の違
いはほぼ見られない13。 
 
参考図表 1 大学院での学費の免除（設置者別） 
 
 
参考図表 2 修士課程での学費の免除割合（設置者別） 
 
                                                   
13
 学費の免除割合が異なっても、授業料等の進学や在籍に係る費用が異なれば学生の負担は異なる。
学生数の多い国立大学法人である東京大学の場合、平成 11 年度以降博士課程入学者の入学料は 28.2 万
円、授業料は 52.08 万円である（http://www.u-tokyo.ac.jp/stu04/e03_j.html）。これに対して 2010 年 4 月入
学者の早稲田大学の大学院（博士課程後期）の入学金は 20 万円、授業料は 1 年生の場合に 63.5 万円で
ある（http://www.waseda.jp/jp/global/guide/databook/2010/number16.html）。よって、これら代表的な大学
間の博士課程在籍に係る費用は大きく異ならないと考えられる。 
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参考図表 3 博士課程での学費の免除割合（設置者別） 
 
 
参考資料 A2 両親の最終学歴 
 
両親の最終学歴を参考図表 4 に示す。父親の最終学歴として最も多いのは大学（学士）41.8％
であり、母親の最終学歴として多いのは高校 28.7％や、大学（学士）27.0％、短大・高専・専門
学校 23.6％である。父親の最終学歴に占める大学院（博士）の割合は 9.0％である。2010 年の博
士課程修了者の親世代の年齢を約 60 歳、親世代が 30 歳で博士課程を修了したと仮定すると、1980
年の 30 歳男性の人数は 1,104 千人であり博士課程修了者男性の人数は 3,339 人であることから、
当該年齢の博士号取得率は 0.3％と算出される。よって、父親の最終学歴に占める博士課程修了の
割合は非常に多いと考えられる。 
 
参考図表 4 両親の最終学歴 
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参考資料 B 調査資料 
参考資料 B1 依頼状 
22 科政研企第 159号 
平成 22年 12月 22日 
 
大学院博士課程を置く 
各 国 公 私立大学長 殿 
 
文部科学省 科学技術政策研究所 
所長   桑原 輝隆 
 
 
 
博士課程修了者の進路と就職活動に関する調査について（依頼） 
日頃より、科学技術に関連する調査研究について御理解・御協力をいただきありがとうございます。 
今後の我が国の科学技術の発展や国際競争力を維持・強化するためには、優れた資質や能力を有す
る人材が博士課程後期（以降、博士課程）に進学し、課程修了後に社会の様々な場面で活躍することが
求められています。一方、我が国の大学関係者の間では、就職の不安などから多くの優れた学生が博士
課程への進学をためらう傾向が見受けられることが懸念されております。よって、博士課程を修了した学
生の進路やその背景を適切に把握し、得られた情報の公開と分析が急務となっております。 
また、博士課程を修了した学生に対する調査は、価値創造人材としての博士の体系的な養成のあり方
や将来的な活躍の場の創出に向けた検討を可能にすると考えられます。 
 
これらの諸状況を鑑み、文部科学省科学技術政策研究所では、日本の主要大学院における博士課程
修了者の進路動向や就職活動およびそれを決定する背景・意識を把握するため、貴大学院研究科の博
士課程修了予定者に対して標記の調査を実施させていただく予定でおります。 
本調査結果につきましては、優れた資質や能力を有する人材が博士課程を修了し活躍できるような育
成・支援環境のあり方を検討するための重要な基礎資料として活用していく所存です。 
 
つきましては、業務御多忙の折大変恐縮ではございますが、貴大学院研究科に在籍され、今年度 3月
末までに修了を予定されている博士課程学生の皆様に、標記調査への御協力を頂けますようご配慮の
ほど宜しくお願い申し上げます。同依頼は貴学の各研究科長宛にも今後ご送付いたしますのでその
旨ご了承いただければ幸甚です。 
また、本調査の事前告知・集計等の業務の一部は株式会社サーベイリサーチセンターに委託して
おります。 
（参考 http://www.surece.co.jp/） 
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標記調査はインターネット（web）を経由して実施し、実施期間は、平成 23年 1月下旬から３月上旬の間
を予定いたしております。本調査の大まかなスケジュールにつきましては、別添の「本調査の流れ」をご参
照ください。調査結果につきましては、当研究所より報告書として公表させていただく予定です。 
 
また、博士課程学生からご回答いただいた個別データにつきましては、当研究所において適切に管
理・保管することを申し添えます。 
 
 
本調査への御理解・御協力のほどを何卒よろしくお願い申し上げます。 
 
 
以上 
 
 
 
<本件連絡先> 
文部科学省科学技術政策研究所 第１調査研究グループ 
担当：鐘ヶ江（かねがえ） 
〒100-0013 
東京都千代田区霞ヶ関 3-2-2 中央合同庁舎第７号館東館 16F 
TEL ：03-3581-2395 
FAX ：03-3503-3996 
E-mail ：d-shinro@nistep.go.jp 
<実施委託先> 
株式会社サーベイリサーチセンター 
担当：社会情報部 村木、山口、渡辺、坂本 
〒114-8519 
東京都北区田端１－２５－１９ サントル田端一丁目１階 
TEL ：03-5832-7061 
FAX ：03-5832-7060 
E-mail ：muraki_h@surece.co.jp  
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（別添） 
 
 
 
 
  
各大学学長（総長）様向けの依頼（本状） 
各大学総務御担当者様向け依頼、研究科確認 
（お電話にてご連絡） 
 
各研究科長様向け依頼（依頼状送付）※ 
各研究科事務御担当者様向け実施依頼、 
対象数確認（お電話にてご連絡） 
 
１２月 
 
 
翌１月 
対象学生への調査依頼メール送付 
（各学生への告知方法については 
研究科事務御担当者様と協議の上決定） 
 
 
対象学生の回答・お問い合わせ期間 
（再告知をお願いすることがあります） 
翌２月 
翌３月 
回答結果の集計 
＜本調査の流れ＞ 
※上記は学生への告知を各研究科別に行なっていただく場合の流れです。 
告知方法によって、流れには若干の変更がありますことをご了承ください。 
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参考資料 B2 調査票 
 
注：「博士課程修了者の進路と就職活動に関する調査」の調査票は就職活動を詳細に尋ねる設問も
含まれるが、ここでは全体の調査票のうち、本報告書で分析した箇所のみ表示している。 
 
【日本語】 
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【英語】 
National Institute of Science and Technology Policy,  
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology 
1
st
 Policy-Oriented Research Group 
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